
ⅠⅠ．．外外部部監監査査のの概概要要  

1. 外外部部監監査査のの種種類類 

 本外部監査は、地方自治法第 252 条の 37 第 1 項及び第 4 項並びに山梨県外部監

査契約に基づく監査に関する条例第 2 条の規定により実施した。 

 

2．．選選定定ししたた特特定定のの事事件件（（テテーーママ）） 

2.1. 外外部部監監査査ののテテーーママ 

「林政部の財務に関する事務及び出納その他の事務の執行について」 

 

2.2. 外外部部監監査査対対象象期期間間 

令和 5 年度及び必要に応じ遡及する年度並びに一部は令和 6 年度 

 

3. テテーーママ選選定定のの理理由由 

 以下の点を考慮し、令和 6 年度の監査テーマを「林政部の財務に関する事務及

び出納その他の事務の執行について」に選定することとした。 

 

【【山山梨梨県県のの特特色色及及びび森森林林資資源源のの重重要要性性】】  

 

 山梨県は、県土の大半（77.8％）を森林に占められ、木材等としての生産資源、

山崩れや水害等の自然災害防止・軽減や地球温暖化防止等の環境資源としての側

面のみならず、四季を織りなす美しい森林景観は県内外から多くの観光客が訪れ

るなど、重要な観光資源でもあり、県民にとっても重要な「財産」となっている。 

 そのため、森林とどう向き合うかが、県及び県民にとって重要なテーマとなって

いる。 

さらに、森林は、国土の保全、水源のかん養、地球温暖化防止、木材の生産等の

多面的機能を有した大切な資源であり、我が国においても地球環境や社会・経済の

持続性への危機意識を背景として、近年、持続可能な開発目標（SDGs）への関心が
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（※以下の表において、百万円未満の表記は省略とする。）  

①①一一般般会会計計  

 

 

②②特特別別会会計計 

【恩賜県有財産特別会計】 

恩賜県有財産及び分収林事業に係る財産の管理 

 

令和４年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,174 0.30%
森林整備課 1,926 0.26%
林業振興課 716 0.10%
県有林課 230 0.03%
治山林道課 13,151 1.80%
  計 18,200 2.49%
一般会計予算総額 730,006 −

令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,152 0.29%
森林整備課 1,885 0.26%
林業振興課 619 0.08%
県有林課 352 0.05%
治山林道課 12,576 1.72%
  計 17,586 2.41%
一般会計予算総額 656,359 −

令和４年度 令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算額

（単位：百万円）

森林政策課 1,896 4,229
林業振興課 1 1
県有林課 3,734 1,380
治山林道課 4,357 4,366
  計 9,990 9,977

高まりをみせており、森林・林業・木材利用に関わる活動に注目が集まっている。 

また、山梨県では、日本で唯一、明治末期に天皇から下賜された森林である「恩

賜林」が存在しており、昭和 20 年代には、これら恩賜林からの収入が財政再建団

体となった山梨の財政危機を救うなど、森林は経済面でも重要な役割を果たして

きた。 

山梨県における森林の重要な位置づけは現在においても変わらず、令和 2 年に

は「やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン」を策定し、森林整備の強化及

び林業の成長産業化の推進を図ったり、令和 3 年度には、全国でも数少ない、単独

で森林政策を取り扱う部局である林政部を創設するなど、森林に関する様々な施

策を展開している。 

以上の状況から、林政部が所管する事務・事業については、県の行政において重

要な領域であるとの認識から、今年度の監査テーマとして取り扱うこととした。 

 

【【過過年年度度のの包包括括外外部部監監査査のの監監査査対対象象】】  

 

 包括外部監査の制度開始以来、林政部の財務事務等の執行状況を監査テーマと

して選定したことはなかったため、今年度の監査テーマとして取り扱うこととし

た。 

 

 なお、参考として、今回の監査対象となる所管課等の財政規模（一般会計及び林

政部所管の特別会計）の概要は以下のとおりとなっている。 

（以下県からの提供資料より監査人作成） 

  

（※以下の表において、百万円未満の表記は省略とする。）  

①①一一般般会会計計  

 

 

②②特特別別会会計計 

【恩賜県有財産特別会計】 

恩賜県有財産及び分収林事業に係る財産の管理 

 

令和４年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,174 0.30%
森林整備課 1,926 0.26%
林業振興課 716 0.10%
県有林課 230 0.03%
治山林道課 13,151 1.80%
  計 18,200 2.49%
一般会計予算総額 730,006 −

令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,152 0.29%
森林整備課 1,885 0.26%
林業振興課 619 0.08%
県有林課 352 0.05%
治山林道課 12,576 1.72%
  計 17,586 2.41%
一般会計予算総額 656,359 −

令和４年度 令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算額

（単位：百万円）

森林政策課 1,896 4,229
林業振興課 1 1
県有林課 3,734 1,380
治山林道課 4,357 4,366
  計 9,990 9,977

（※以下の表において、百万円未満の表記は省略とする。）  

①①一一般般会会計計  

 

 

②②特特別別会会計計 

【恩賜県有財産特別会計】 

恩賜県有財産及び分収林事業に係る財産の管理 

 

令和４年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,174 0.30%
森林整備課 1,926 0.26%
林業振興課 716 0.10%
県有林課 230 0.03%
治山林道課 13,151 1.80%
  計 18,200 2.49%
一般会計予算総額 730,006 −

令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算総額に占める

割合（％）

森林政策課 2,152 0.29%
森林整備課 1,885 0.26%
林業振興課 619 0.08%
県有林課 352 0.05%
治山林道課 12,576 1.72%
  計 17,586 2.41%
一般会計予算総額 656,359 −

令和４年度 令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算額

（単位：百万円）

森林政策課 1,896 4,229
林業振興課 1 1
県有林課 3,734 1,380
治山林道課 4,357 4,366
  計 9,990 9,977
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※1： 原則として、林政部の所管である「森林学科」を対象としている。 

※2： 指定管理者制度を導入している。 

※3： 別荘地内の物件管理は県との契約に基づき、出資法人である株式会社

清里の森管理公社が行っている。 

 

4.2. 外外部部監監査査のの目目的的 

外部監査の目的は、地方公共団体の監査機能の強化にあり、監査に係る専門性及

び独立性を担保することにより監査に対する県民の信頼を高めることにあると認

識している。特に包括外部監査制度の趣旨は、地方公共団体の様々な監査機能のう

ち、特に財務監査の機能強化を中心とするものであり、その目的は、監査テーマに

選定した特定の事務の執行等が法令及び条例等に従って合規性の面で問題がない

 

【林業・木材産業改善資金特別会計】 

林業・木材産業改善資金助成法 （昭和五十一年法律第四十二号）に基づく林業事

業体への貸付等。所管課は林業振興課のみである。 

 

 

 

4. 外外部部監監査査のの監監査査方方法法 

4.1. 監監査査のの対対象象 

林政部の以下の関係部局等を監査対象としている。 

 

令和４年度 令和５年度
予算額

（単位：百万円）
予算額

（単位：百万円）
84 84
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・組織図及び各所管課の所管事務 

・山梨県総合計画における関連する施策の内容及び実施状況（結果、モニタリン

グ状況含む） 

・その他所管となっている各種事業計画の概要等 

・補助金・交付金一覧 

・出先機関及び施設の概要（事業内容や予算状況、指定管理業務の状況など） 

・入札の状況がわかるもの（一覧表） 

・県出資法人の状況 

 

また、林政部の個別施策事業については、金額的及び質的に重要であると判断し

抽出した 48 事業を対象とし、主に以下の事項について関連資料の閲覧、担当者へ

の質問等の監査手続を実施し、当該事業に関する財務事務の執行について監査を

行った。 

 ・事業の概要 

 ・事業の目的及び法令根拠等 

 ・予算/決算執行状況 

 

さらに、本庁のみならず、「4.1．監査の対象」にて記載した出先機関及び施設に

対して往査を実施し、現金及び現金同等物の実査、固定資産や備品の管理状況、施

設の視察、委託料、工事請負費、負担金・補助金及び交付金などを中心として、当

該出先機関や施設の財務事務の執行について、閲覧、質問、実査、観察等の監査手

続を実施した。なお、指定管理制度を導入している施設については、併せて指定管

理業務の実施状況、所管課のモニタリング状況等についてもその資料を入手閲覧

し、質問等の手続を実施している。 

同じく 「4.1．監査の対象」にて記載した 2 つの県出資法人についても、往査を

実施し、現金及び現金同等物の実査、固定資産や備品の管理状況、会計処理の状況

等について資料を入手し、閲覧、質問等の監査手続を実施した。 

 

4.6. 監監査査のの結結果果 

監査の結果については、「Ⅲ.外部監査の結果」に記載しているとおりである。監

査の結果、指摘事項は 9 件、意見事項は 48 件であった（Ⅳ 外部監査の結果 参照）。 

 監査対象となる事務の執行が法令や条例等の規定に違反するもの、また、明確に

違反するものではないが妥当性を欠くもの（不当と判断したもの）については「指

摘事項」とした。なお、経済性・効率性・有効性の観点から大きく問題があるもの

も「指摘事項」として整理されるべきであるが、今回の監査においてはこれらの観

かどうかを検証すること、併せて、経済性及び効率性等の面で意見を述べる必要は

ないかどうかを検討し、外部監査結果報告書に取りまとめることにある。 

したがって、地方公共団体が作成する決算書の正確性を全体として保証するも

のではないが、包括外部監査人が選定した監査テーマに関して、合規性の観点での

限定的な保証を主として、併せて事務事業の改善等に資する経済性及び効率性等

の観点での意見を述べることで、地方公共団体の財務事務の改善を促し、事務事業

の見直しの際の指針等に活用されるべき効果を有するものと考える。 

 

4.3. 監監査査のの基基準準 

 一般に公正妥当と認められる公監査の基準 

 

4.4. 監監査査のの視視点点 

「林政部の財務に関する事務及び出納その他の事務の執行について」の主な監

査の視点は次のとおりである。 

 

 ⅰ)林政部の所管課等の財務に関する事務の執行が、関連する各種法令及び条

例・規則・要綱等に従い処理されているか否かについて 

 ⅱ)林政部の所管課等の財務に関する事務の執行を合規性の視点で検証するこ

とと併せて、財務事務の執行等が経済性・効率性等の面でも改善余地がないか

否かについて 

ⅲ)林政部の所管課等の財務に関する事務の執行が効果的に実施されているか

否かについて 

 

4.5. 主主なな監監査査手手続続 

特定の事件に対する監査手続としては、上記 4.4.に記載した監査視点に基づき、

外部監査の本旨である財務諸表監査を基礎とし、併せて経済性・効率性及び有効性

等を検証するための監査を実施した。 

具体的な監査手続の概要は以下のとおりである。 

 

山梨県林政部の財務に関する事務の執行等に伴う関係所管課等の業務内容等の

把握を行うため、以下の資料の提供を受けその内容について説明を受けた。さら

に、当該資料の閲覧、分析等を実施した上で質問等の手続を実施した。 
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ⅡⅡ．．山山梨梨県県のの森森林林のの状状況況  
 

本県は、県土の 77.8％を森林が占めており（347,436ha）、全国有数の森林県と

なっている。その内訳としては、国有林 4,611ha、県有林 158,225ha、民有林 184,599 

ha となっている。 

 

 

（やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン より） 

 

1.  恩恩賜賜林林及及びび県県有有林林のの状状況況 

明治末期の大水害からの復興のため、1911 （明治 44）年 3 月 11 日、明治天皇は

県下の御料地のうち 164 千 ha を本県に御下賜された。これが県土の約 3 分の 1 を

占める県有林の基となっており、一般には 「恩賜林 （おんしりん）」と呼ばれてい

る。また、県内森林面積に占める県有林の割合が全国で最も高いことが本県の特徴

ともなっている。 

 

点からの「指摘事項」は検出されなかった。 

 一方、上記の事案であっても、総合的に軽微であると判断されたものについては

「意見事項」とした。また、経済性・効率性等の観点からの事務の改善に向けた提

言については、同じく「意見事項」とした。 

 

4.7. 外外部部監監査査のの実実施施期期間間 

本監査は、令和 6 年 7 月 16 日から令和 7 年 2 月 28 日までを実施期間とした。 

 

 

5. 外外部部監監査査のの組組織織 

包括外部監査人 公認会計士 關野 孝 

   

監 査 補 助 者 公認会計士 石川 寿彦 

監 査 補 助 者 公認会計士 海野 純矢 

監 査 補 助 者 公認会計士 川口 明浩 

監 査 補 助 者 弁 護 士 近藤 徹 

監 査 補 助 者 公認会計士 城塚 紘行 

監 査 補 助 者 弁 護 士 關野 文士 

監 査 補 助 者 公認会計士 田中 佑幸 

監 査 補 助 者 公認会計士 山本 薫 
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（県有林位置図 出典：第 4 次県有林管理計画） 

  

 

（「恩賜林御下賜御沙汰書」 出典：（公財）山梨県恩賜林保護組合連合会 HP） 

 

 

県有林は県下 27 市町村のうち 22 市町村にあり、富士山をはじめ白根三山、甲

斐駒ヶ岳、八ヶ岳、金峰山、甲武信ケ岳等の我が国を代表する山々を有してい

る。また、県有林内には、青木ヶ原樹海、大菩薩嶺、櫛形山、清里高原等、多数

の観光客が訪れる景勝地もある。さらに、富士川（釜無川）、塩川、早川、笛吹

川、相模川（桂川）などの県内主要河川はその大部分がこれら山岳地帯に分布す

る県有林に源流を発していることからも、県有林は、治山治水上はもとより、自

然景観保全上からの重要な役割を担っている。 
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2021（令和 3）年の林業産出額は 1986（昭和 61）年の 4 分の 1 程度となってお

り、特用林産物（きのこ、木炭等）の生産額が大きく減少している。 

 

 

木材生産量は、1960（昭和 35）年の 720 千㎥をピークに減少し、2002（平成

14）年には 44 千㎥まで減少したが、2022（令和 4）年には 236 千㎥となってい

る。 

 

2. 県県内内のの林林業業のの状状況況 

以下のデータは、「やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン」より一部

抜粋したものである。 

 

 
森林資源として、木材として利用可能な人工林が増加している状況にある。 

人工林の齢級1構成を見ると､木材として利用可能となる概ね 50 年生(11 齢級)

を超える人工林が年々増加しており、2022（令和 4）年 3 月現在では 71％と大き

く偏った齢級構成となっている。現状のまま推移した場合、10 年後には 87％ま

で増加すると見込まれる。 

 
1 森林の年齢を 5 年の幅で括ったもの。⼈⼯林は、苗⽊を植栽した年を１年⽣とし、1〜5 年⽣を 1 齢級、6〜
10 年⽣を 2 齢級と数える。 
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ⅢⅢ．．組組織織、、事事業業及及びび計計画画概概要要  

1. 林林政政部部のの組組織織及及びび所所管管業業務務のの概概要要 

1.1. 森森林林政政策策課課 

 
・事務及び事業の概要 

林政部の幹事課として、部内の庶務的事務、予算経理、各課の調整、部内の各出

先機関（林務環境事務所等）の管理事務を実施しており、平成 24 年 4 月導入の「森

林環境税」を原資とする、森林環境保全基金事業（公益的機能の維持増進を図る森

づくり等）や、令和元年度から導入の「森林環境譲与税」に基づく森林環境譲与税

基金事業（人材育成等）を実施している。その他、県有林の境界管理や土地管理も

行っている。 

 

・組織体制 

以下の 3 担当で業務を行っている。 

総務経理担当 部内の人事管理、決算業務等、総務関係の総括業

務 など 

企画担当 森林環境保全基金事業、森林環境譲与税基金事

業 など 

県有林活用担当 県有林高度活用、土地管理業務、県有林の土地貸

付、県有林の入山許可 など 

 

・所管する出先機関 

県内 4 つの林務環境事務所及び森林総合研究所の 5 つがあり、それぞれの施設

概要は以下のとおりである。原則的に、林政部の具体的な施策事業は各林務環境事

務所の各課が実施している。 

なお、林務環境事務所については、環境・エネルギー部と共管となっており、同

部の所管課は除外している。 

 

 

 

 

 

 

 

県内の林業就業者は長期的に減少傾向にあり、2005（平成 17）年に 809 人まで

減少した後、一旦は増加に転じたものの、2020 （令和 2）年には 861 人に減少して

いる。また、65 歳以上の割合を表す高齢化率は、2010 （平成 22）年に 18％まで低

下したものの、2020 （令和 2）年には 23％に上昇し、依然として全産業平均の 18％

を上回っている状況にある。 
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1.2. 森森林林整整備備課課 

 
・事務及び事業の概要 

県土の大部分を森林が占めている中で、近年の木材価格の低迷等に起因する、林

業の採算性の悪化などにより、木材の生産活動を通じた森林整備が低迷している

状況にあり、森林の公益的機能の低下が懸念される。このような状況から、森林を

健全な状態で次世代に引き継ぐため、森林整備に関する事業を行っている。主な実

施事業の内容は以下のものがある。 

・地域森林計画の策定による適切な森林整備 

・病害虫等による森林被害 （松くい虫被害、ナラ枯れ被害等）の適切な予防及

び駆除対策 

・造林事業（植栽、下刈り、間伐等）の森林整備事業 

・林地開発許可 

・緑の普及啓発事業（県民に対する緑化に関する知識と緑に親しむための学習

機会の提供） 

 

・組織体制 

以下の 3 担当で業務を行っている。 

森林計画担当 森林計画、森林整備地域活動支援交付金、スマー

ト林業の推進、水源地域における適正な土地利

用の確保 など 

森林育成・緑化担当 民有林の造林及び間伐、森林病害虫防除、緑化の

推進 など 

林地保全・採石担当 林地開発の許可、土砂の埋立て等の許可、採石業

及び砂利採取業の登録、ゴルフ場等の造成に係

る審査 など 

 

1.3. 林林業業振振興興課課 

 

・事務及び事業の概要 

令和 2 年 3 月に「やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン」を策定し、

「森林の公益的機能の強化」と「林業の成長産業化の推進」を 2 本の柱として、施

策の基本方針や具体的施策を示しており、林業技術の普及指導、特用林産物（きの

こ類など）の生産振興、林業労働力の確保や県産材の需要拡大など、森林・林業・

中北林務環境事務所 

（所管：甲府市、韮崎市、

南アルプス市、北杜市、甲

斐市、中央市、昭和町） 

森林組合指導、林業経営指導、緑化推進、緑化園

の維持管理業務等（森づくり推進課） 

県有林の土地管理、清里の森及び武田の杜の整

備維持管理、林産物収穫等（県有林課） 

治山工事、林道工事の監督指導及び施設管理等

（治山林道課） 

峡東林務環境事務所 

（所管：山梨市、笛吹市、

甲州市） 

森林組合指導、林業経営指導、緑化推進等 

（森づくり推進課） 

県有林の土地管理、森林公園金川の森の維持管

理、林産物収穫等（県有林課） 

治山工事、林道工事の監督指導及び施設管理等

（治山林道課） 

峡南林務環境事務所 

（所管：市川三郷町、富士

川町、早川町、身延町、南

部町） 

森林組合指導、林業経営指導、緑化推進等 

（森づくり推進課） 

県有林の土地管理、林産物収穫等（県有林課） 

治山工事、林道工事の監督指導及び施設管理等

（治山林道課） 

富士・東部林務環境事務所 

（所管：富士吉田市、都留

市、大月市、上野原市、道

志村、西桂町、忍野村、山

中湖村、鳴沢村、富士河口

湖町、小菅村、丹波山村） 

森林組合指導、林業経営指導、緑化推進等 

（森づくり推進課） 

県有林の土地管理、林産物収穫等（県有林課） 

治山工事、林道工事の監督指導及び施設管理等

（治山林道課） 

森林総合研究所 森林資源の利用、森林病虫害の回避法に関する

研究等、森林の持つ機能を発揮させるための研

究（生産科） 

森林管理による森林の機能等に及ぼす影響の解

明、野生鳥獣の森林に与える影響など、持続可能

な生態的森林管理を目標とした調査や実験 

（環境科） 

木材の材質特性の解明、木質燃料の品質に影響

する要因の解明、ICT を活用した森林調査法など

の研究（資源利用科） 
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方針とする県有林管理計画に基づき、森林整備等を推進し、森林の保健休養機能を

活用していくための各種事業を展開するとともに、林業公社から承継した分収林

（7.7 千 ha）を適切に管理するための事業も行っている。主な実施事業の内容は

以下のものがある。 

・県有林管理計画に基づく造林 

・県内外での需要拡大に向けた、県産認証材の利活用促進 

・森林公園（武田の杜、金川の森）などの管理運営を通じての、森林の観光や

レクリエーション利用の促進 

・林業公社から承継した分収林の管理 

 

・組織体制 

以下の 3 担当で業務を行っている。 

県有林計画担当 県有林管理計画、森林管理認証維持・活用、森林

生態系モニタリング調査 など 

森林利用担当 武田の杜 ・金川の森の森林公園の維持管理、清里

の森の施設管理・整備 など 

経営担当 県有林の保護・保育管理、県有林林産物の収穫 ・

販売 など 

 

1.5. 治治山山林林道道課課 

 

・事務及び事業の概要 

森林面積が大部分を占める本県では、地形が急峻で地質が脆弱であることから、

近年、全国各地で多発する豪雨や地震などによる大規模な自然災害に備え、社会イ

ンフラの整備、維持、補修などの防災対策や発生時の被害を最小限にとどめる減災

対策が強く求められている状況にある。また、豊富な森林資源を将来にわたって循

環利用していくためには、積極的な伐採・利用・再造林による森林の適切な経営管

理が必要であり、その基盤となる林内路網を計画的に整備していくことが肝要で

ある。木材の生産、水源のかん養等の森林の多面的機能を最大限に発揮させるた

め、荒廃山地や森林の復旧、森林整備の効率化や山村の生活基盤づくりに資する各

種事業を実施している。主な実施事業の内容は以下のものがある。 

 

 

 

木材産業の活性化を図るための各種事業を実施している。主な実施事業の内容は

以下のものがある。 

・森林組合の安定的経営のための資金貸付 

・林業労働者の安定的な就労確保等の林業労働力対策事業 

・県産木材の利用促進に係る事業 

・未利用材等の森林資源の木質バイオマス利活用促進事業 

 

・組織体制 

以下の 3 担当で業務を行っている。 

普及指導担当 林業の技術普及及び経営指導、特用林産物の生

産振興、林業金融 など 

担い手・森林組合担当 林業労働対策、林業の担い手対策、森林組合の指

導・監督・検査（常例検査） など 

木材資源活用担当 県産木材の利用促進、木材産業の振興、木材関係

団体の指導、木質バイオマスの利活用促進 な

ど 

 

・所管する出先機関 

専門学校農林大学校（森林学科 富士川キャンパス）があり、施設概要は以下の

とおりである。なお、同学校自体は、農政部（果樹学科/園芸学科/落葉果樹学科 

長坂キャンパス）と共管となっており、富士川キャンパスについて記載する。 

専門学校 農林大学校 

 富士川キャンパス 

森林学科 

林業の現場で即戦力となり、将来的に林業経営

の中核を担う人物を育成することを目的として

いる。 

履修期間 2 年 

定員 10 名（令和 6 年 9 月時点在籍人数 2 年生

9 名、1 年生 8 名） 

 

1.4. 県県有有林林課課 

 

・事務及び事業の概要 

県有林 （158 千 ha）は、県土面積の約 1/3、県森林面積の 46％を占めており、

「国際基準に基づく森林管理の推進」と「森林資源の多面的利活用の推進」を基本
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2. 山山梨梨県県総総合合計計画画（（2023 年年策策定定版版）） 

以下、県が発表した同計画について、監査人が要約しその概要を示すものであ

る。 

 

2.1. 計計画画策策定定のの趣趣旨旨 

令和元年 12 月、「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」を実現する

ため、「山梨県総合計画」を策定し、その後、令和 3 年 7 月において新型コロナウ

イルス感染症の影響による社会情勢の変化等により同計画が見直された（2021 年

改訂版）。なお、同計画は 2019 （令和元）年度から 2022 （令和 4）年度の 4 年間を

計画期間としたものであった。 

今後は、これまでに創り上げてきた山梨発展の基盤の上に立ち、県民の豊かさ・

幸せを一層増進していくため、県民の生活基盤を強く安心できるものにする「ふる

さと強靱化」、物理的な面とともに意識の上での開化も進め、全ての人に対して開

かれた「『開の国』づくり」、それらの先に、県民一人ひとりに豊かさがもれなく届

けられる仕組みをもった「豊かさ共創社会」を築き上げるべく、取り組んでいく必

要があるため、新たな総合計画である「山梨県総合計画（2023 年策定版）」を策定

することとなった。 

以下、現行計画である「山梨県総合計画（2023 年策定版）」についてその概要を

記載する。 

 

2.2. 計計画画概概要要 

計画期間は、2023 （令和 5）年度から 2026 （令和 8）年度までの 4 年間としてお

り、計画は、あらゆる部門計画の上位に位置する、県政運営の基本指針となるもの

である。 

 

【基本理念及びその実現のための政策体系】 

山梨県総合計画において、基本理念及びそれを実現するための政策体系の概要

は以下のとおりである。 

・治山事業： 保安施設事業（水源のかん養、土砂の流出/崩壊の防備など災

害の未然防止） 

地すべり防止事業（地すべりによる被害を防止・軽減）など 

・林道事業： 林道開設、改良、舗装事業など 

 

・組織体制 

以下の 4 担当で業務を行っている。 

保安林担当 保安林の管理、指定、解除、保安林整備 など 

治山担当 復旧治山事業及び予防治山事業、水土保全治山

事業、水源地域緊急整備事業、地すべり防止事業 

など 

林道担当 林道改良事業及び林道舗装事業、林道施設災害

復旧事業 など 

技術管理担当 治山林道工事の設計に係る技術基準に関するこ

と など 
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（出典：山梨県総合計画（2023 年策定版）） 

 

【山梨県総合計画の戦略と関係する主な部門計画】 

総合計画での 5 つの戦略のうち、『戦略 5 先進地「やまなし」を叶える道』の

中に、主な計画として関係する部門計画が挙げられている。（表中に四角囲み分。） 
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の実現に向けた 5 つの戦略ごとに、戦略のねらいを実現するための 18 の政策と、

その具体的な取組である 200 （再掲分を除外すると 179）の具体的な施策を策定し

ている。ここで、監査対象となる所管課等に関係するものをまとめると次のとおり

となる。 

 

基本戦略 戦略 政策 関係所管課

基本戦略１ ふるさと強靱化

戦略１ 強靱な「やまなし」を創る道

政策１ 感染症に強靱な地域づくり

政策２ 防災・減災、県土の強靱化

施策３ 公共⼟⽊施設等の⻑寿命化の推進 治山林道課

施策５ 森林の公益的機能の維持・増進 森林整備課/県有林課/治山林道課

施策６ 治水・水害及び⼟砂災害対策の推進 治山林道課

施策９ 電力供給体制の強靱化の推進 森林整備課/県有林課

政策３ 地域経済基盤の強靱化

施策３ 企業の経営体質強化への支援 林業振興課

政策４ 安全・安心、快適なまちづくり

施策３ 緑あふれる景観づくり 森林整備課/県有林課

戦略２ 活力ある「やまなし」を育む道

政策１ 子育て支援の充実

政策２ 共生社会化の推進

政策３ 生活基盤の保障

政策４ 困難からの脱却・再挑戦に開かれた社会づくり

政策５ 地域を担う人財づくり

施策８ 林業の人材の確保・育成 林業振興課

基本戦略Ⅱ 「開の国」づくり

戦略３ 開かれた「やまなし」へ集う道

政策１ 海と空に開かれた「開の国」交通ネットワークの充実

政策２ 「自然首都圏」創出のための基盤整備

政策３ 「上質な空間」づくり

施策１ 脱炭素でレジリエントなエネルギー構造への転換 林業振興課

施策７ 良好な生活環境を保全するための取り組みの推進 森林整備課

施策８ ゴルフ場開発に関する規制の運用の合理化を検討 森林整備課

戦略４ 躍動する「やまなし」へ進む道

政策１ 地域を担う人財づくり【再掲】

政策２ 教育の充実

政策３ 共生社会化の推進【再掲】

戦略５ 先進地「やまなし」を叶える道

政策１ 地域経済の収益力向上

施策17 林業経営体の強化 林業振興課/森林整備課

施策18 県産材供給力の強化 森林整備課/林業振興課/県有林課/治山林道課

施策19 県産材の需要の拡大 林業振興課/県有林課

施策20 特用林産物の産地化の推進 林業振興課/森林政策課

施策21 森林空間の高度活用 県有林課/森林政策課

政策２ 文化芸術の振興

政策３ スポーツの振興

施策

 

 

 

（出典：山梨県総合計画（2023 年策定版） 四角囲みは監査人加工） 

 

 

「ふるさと強靱化」、「『開の国』づくり」を 2 つの基本戦略とし、本県の将来像
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3. 各各部部門門計計画画のの概概要要 

以下、今回の監査対象である林政部の所管となっている主な個別の部門計画の

概要を記載する。（なお、各計画の全文は県のホームページにて公表されている。） 

 

3.1. ややままななしし森森林林整整備備・・林林業業成成長長産産業業化化推推進進ププラランン 

平成 31 年 4 月の森林経営管理法の施行、森林環境譲与税の譲与開始など、森林・

林業行政は大きな転換期を迎えているなかで、戦後や高度経済成長期に造成され

た人工林の多くが、木材として利用可能な時期を迎えており、森林資源の有効活用

の観点から、積極的な利用が求められている。このような状況下において、大型木

質バイオマス発電施設や大型合板工場が稼働するなど、県産木材の需要が高まっ

ており、こうした情勢の変化に対応するため、令和 2 年 3 月、本県の森林・林業・

木材産業が目指す将来像を描いた上で、「森林の公益的機能の強化」と「林業の成

長産業化の推進」を 2 本の柱に施策の基本方針と展開方向を示した新たな計画と

して「やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン」を策定することとなった。 

なお、ウィズコロナ・ポストコロナ社会の行政需要や令和 5 年度に策定された新

たな山梨県総合計画に対応するため、それぞれ、令和 4 年 1 月と令和 6 年 2 月に

プランの一部見直しを行っている。 

このプランは、本県の森林・林業・木材産業行政の指針となるものであり、山梨

県総合計画の部門計画として位置付けられ、計画期間は 2020（令和 2）年度から

2029（令和 11）年度までの 10 年間とされている。 

 

推進プランの概要は以下のとおりである。 

（出典は、やまなし森林整備・林業成長産業化推進プラン （令和 6 年 2 月改訂）概

要版より） 
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3.2. 山山梨梨県県森森林林環環境境保保全全基基金金事事業業  第第 3 期期計計画画  

森林の持つ公益的機能は将来にわたって恒久的に維持されるべきものであるが、

社会経済環境の変化に伴い、民有林の多くは手入れが行き届かないため、荒廃が進

み、森林の持つ多様な公益的機能が十分に発揮できなくなる恐れが生じている。こ

のような状況から、県では「森林及び環境の保全に係る県民税の特例に関する条

例」を制定し、平成 24 年 4 月から森林環境税を導入し、既存の県民税均等割に上

乗せする形で徴収され、当該森林環境税は、森林環境保全基金に積み立てて管理す

ることにより、森林整備等の目的に使われる仕組みとなっている。 

なお現在は、令和 4 年度から令和 8 年度までの 5 か年計画とした、第 3 期計画

が実行されている。 

第 3 期計画の基本施策は、その概要を示すと以下のとおりとなっている。 

 

【3 つの基本施策】 

 

① 多様な公益的機能の維持・増進を図る森づくり 

荒廃森林再生事業、里山再生事業、広葉樹の森づくり推進事業 など 

 

② 木材・木質バイオマスの利用促進 

森林資源の有効利用の促進（未利用材活用促進事業） 

 

③ 社会全体で支える仕組み 

  県民参加の森づくりを進めるための普及啓発事業等の実施 

  

なお、計画概要を示すと次のとおりとなる。 

（出典は、山梨県森林環境保全基金事業第 3 期計画の概要より） 
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3.3. 山山梨梨県県緑緑化化計計画画 

山梨県環境緑化条例2に基づき、環境緑化に関する計画として「山梨県緑化計画」

を策定し、各般の緑化施策の展開を行っている。 

現在は、第 3 次計画であり、令和 6 （2024）年度から令和 15 （2033）年度までの

10 年間を計画期間としている。 

同計画において定める、基本目標及びこれを達成するための 4 つの基本施策の

概要は以下のとおりである。 

 

【基本目標】 

県民一人ひとりが緑化の大切さや重要性を認識して、企業や団体、行政などとの

連携・協働のもとで環境緑化を進め、社会全体で次代に引き継いでいくこと 

 

【4 つの基本施策】 

緑をつくる 生活環境周辺の自然環境や魅力ある景観を活かしつつ、適正に

管理された質の高い環境緑化を進めることにより、快適な生活

環境の創出や生物多様性の保全に配慮した緑地づくりを進め

る。 

  

緑をいかす 木育の推進や都市と山村の交流による地域活性化を図り、地域

の特性を活かしながら、県民の多様なニーズに応じた環境緑化

を進める。 

  

緑をまもる 緑地の適正な管理により、森林の持つ公益的機能を発揮させる

とともに、地域の景観や歴史・文化との調和や、自然との共生

を図る。 

  

緑をまなぶ 緑化を総合的に進めるために、知識・技術の普及と人材の育成、

及び森林環境教育・木育の充実などを図り、緑化に関わる多様

な主体が連携した取組を進める。 

 

 
2 昭和 49 年 10 月制定。県⺠の健康で文化的な⽣活を確保するうえにおいて、緑の豊かな⽣活環境をつくる
ことが極めて重要であることにかんがみ、県土の環境緑化に関し必要な事項を定め、緑地の保全又は確保に
ついて定める他の法令等とあいまつて、環境緑化の推進を図ることを目的とする。（第 1 条） 
「環境緑化」とは、樹⽊、草花、芝等を植栽し、育成し、及び保護することにより、地域住⺠の⽣活環境に
緑地を確保することをいう。（第 2 条） 
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・森林の保全に関する事項 

・保安施設（保安林等）に関する事項 

 

3.5. 県県産産木木材材のの利利用用のの促促進進にに関関すするる基基本本方方針針 

山梨県県産木材利用促進条例4に基づき県産木材の利用の促進に関する施策の総

合的な推進を図るため、基本的方向、方策、その他必要な事項を定めるものである。  

同方針には、森林のもつ公益的機能の持続的な発揮や脱炭素社会への貢献、木材

の建築物への利用による快適な生活空間の形成などの点から、木材利用促進の意

義があるとしている。 

 

【基本的方向】 

同基本方針において、その目的を以下のとおり定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向性については、以下の 5 つが示されている。 

 

〇安定供給の促進 

 →森林整備の推進、生産体制の強化、生産能力の向上 

〇木材加工等の体制の整備 

→サプライチェーンの強化、木材製品の加工・供給体制の整備・充実 

〇公共建築物等における木材の利用の促進 

→公共建築物等における積極的な利用、利用促進に関する取組に必要な支援 

〇木材製品の利用の促進 

→民間建築物等への木材の利用の促進、販路拡大、ブランド化、産地認証の促進、 

 木質バイオマスの利活用の促進 

 
4 平成 31 年 3 月制定。令和 3 年 10 月改正。県産⽊材の利用の促進に関し、基本理念を定め、県の責務等を
明らかにするとともに、県産⽊材の利用の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、県産⽊
材の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって林業及び⽊材産業の振興による本県の経済
の活性化、森林の有する多面的機能の持続的な発揮並びに豊かな県⺠⽣活の実現に寄与することを目的とす
る。（第 1 条） 

県が整備する建築物の原則木造化や、住宅、商業施設などの民間施設への県産

木材の利用を促進するほか、県民一人ひとりに利用の重要性について認識を深

めてもらうことにより、幅広い分野への県産木材の利用拡大を図り、林業及び

木材産業の振興による本県経済の活性化、森林の有する多面的機能の持続的な

発揮の他、豊かな県民生活及び脱炭素社会の実現に資することを目的とする。 

3.4. 地地域域森森林林計計画画 

森林法第 5 条に基づき、全国森林計画に即し、山梨県の民有林を対象に県内の 3

森林計画区（富士川上流、富士川中流、山梨東部）について、5 年ごとに 10 年を

一期として策定する計画で、県の森林関連施策の方向性及び地域的な特性に応じ

た森林整備及び保全の目標等を明らかにするとともに、市町村森林整備計画 （森林

法第 10 条の 5）の策定に当たっての指針となるものである。 

 

【3 森林計画区の概要】 

（出典：県ホームページより） 

 

 

【計画において定める主な事項】 

・森林の整備及び保全に関する基本的な事項 

・造林に関する事項 

・間伐及び保育に関する事項 

・公益的機能別施業森林3の整備に関する事項 

・林道開設等その他林産物の搬出に関する事項 

 
3 ⽔源かん養機能、⼭地災害防⽌機能、快適環境形成機能、⽣物多様性保全機能などの公益的機能のごとに区
分して定める森林区域 
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〇県民理解の促進 

→県民等に対する普及啓発、木育の推進 

 

県産木材の利用の促進に関する基本方針の概要を示すと次のとおりである。 

（出典：県産木材の利用の促進に関する基本方針の概要） 
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